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佐賀西部山麓地帯における集団的営農
の性格と経営的効果
小林恒夫
海浜台地生物生産研究センター
1 .問題意識と課題一一千新政策jにおける生産組
織(堂農集団)の位置づけに触れながら一一
1995年1月のWTOの発足，95年1丹からのf新
食糧法Jの施行というように，戦後農政の転換期
に際し，いま日本農業は新たな曲がり角に立たさ
れている。
さてこのような農政転換を予想してすでに1992
年6月に先取り的に策定された計画が「新政策J
であるといわれている。この「新政策Jでは， 21 
世紀における日本農業の根幹たる水田作の在るべ
き姿として10'"'-'20ha規模の稲作中心の個別経営体
と5'"-' 10ha規模の稲作複合の館別経営体，及び集
落規模の組織経営体の形成が自標とされている。
さて，このような目標の実現が可能かどうかの議
論が，これまでになされてきた。本稿ではこの点
に言及する紙闘はない。本稿では， r新政策」にお
ける農業の担い手の捉え方が極めて狭い点を指摘
したい。周知のように， r新政策Jでは，担い手と
して，従来の「農家Jを無視・軽視ないしは否定
し， r農家」に代わる上記のような経営体を想定し
ている点がこれまでの政策にはなかった新たな特
徴である。また担い手のー形態であるとされる組
織経営体も， r複数の個人又は世帯が，共同で農業
を営むか，これと併せて農作業を行う経営体jと
規定しているように， r農家J経営を補完するいわ
ゆる「生産組織J(営農集団)というよりも， r農
家J経営とは異なる経営体的性格のより強いもの
をイメージしている。そして，このような経営体
としての性格の強い組織経営体を育成しつつ，か
つそれを法人化していく方針を提示している。
しかし筆者は， r生産組織J(営農集団)の中に
は「新政策」でいう共同経営のような経営体とし
ての性格を強くもつものばかりではなく， r農家J
経営を補完する様々な組織も多く，極めて多様な
ものを含んでいるのが実態であるから，その中で
経営体的性格の強いものを特に担い手として選択
的に護視することには問題があると考える。特に
北部九州における「生産組織Jの大半は農家経営
補完的なものであり，共間経営のような組織経営
体は決して多くない。したがってこのような農家
経営補完的な生産組織は必ずしもすぐには法人化
の方向を志向する状況にはないという実態にある。
しかし北部九州などでは目下，このような農家経
営補完的な生産組織でも農業経営や地域農業の展
開にとって 1つの重要な担い手として大きな存在
意義をもっているものと考える 1)。そして，このよ
うな在り方は将来とも長く続いていくものと考え
られる。
ところで生産組織(営農集団)への農家参加率
が全国一高いのは佐賀県である。その要因として
は，水田基盤整備と機械化・施設化の進展，中規
模稲作農家の分厚い容在，農協・行政の推進，低
賃金・不安定兼業労働市場の帯在等を挙げること
ができる。ところで佐賀県内の農業や生産組織の
展開の在り方は，佐賀水田平坦(平地農業地域)
と西部山麓・北部山間(中山間農業地域)あるい
は佐賀東部の都市的地域では，それぞれ異なって
いる。
そこで本稿では，古くから営農集団の活動が活
発である佐賀県西部山麓地帯(中間農業地域)を
対象に，営農集団の性格とその結果としての経営
的効果を検討することを課題とする。そして，ひ
いては地域的には西部山麓地帯と同様に中間農業
地域に位置する上場地域の農業の研究へのアプ
ローチに役立てたい。
2.佐賀県における農業展開の地域類型
農林統計における農業地域類型として，土地利
用を指標とした 4区分が一般的には用いられてい
る。それは①都市的地域，②平地農業地域，③中
関農業地域，④山間農業地域，である。
一方，佐賀県においては行政地域をも考慮した
5g分が一般的に使用されている。それは③佐賀平
坦，⑥佐賀西部山麓，⑤上場，④多良岳，及び@
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佐賀北部山間である。上記の①~④と⑤~⑤とは
もちろん一致しないが，大方においては③佐賀平
坦ほ東部が①都市的地域，中央部と西部がほぽ②
平坦農業地域となっており，⑥佐賀商部Lll麓と@
上場と④多長岳がほぼ③中間農業地域に相当し，
⑤佐賀北部山間がほぼ④山間地域に相当する。
上記のような住賀県内の各農業地域における農
業展開の特徴を，そこにおける営農集司活動と関
連づけて整理することは決して容易ではない。そ
こで差し当たり試論的に述べると，以下のように
なる。
(1) 平地農業地域における農業展開
平地農業地域を代表する佐賀平坦の中央部(佐
賀平野)と西部(自石平野)は，かつて1960年代
半ばの「新佐賀段階J米作り運動の中心舞台であっ
たことにも示されるように，古くからの稲作中心
地域であったが，さらに1970年代以降は基盤整備
と機械化・施設化の進展によって佐賀県内では最
も生産条件が整備されたことを条件に，近年では
稲作の規模拡大と施設園芸等の集約部門の導入・
拡充が関られているという特徴がみられる。この
ような農業展開にかかわる集団的営農の在り方と
しては，稲・変と大豆等の転作作物の機械施設共
同利用・共同作業とこれらの作物の土地利用の輯
整がその実体となっている。すなわち，機械・施
設の共間利用によってこれらの作物の生産コスト
の削減を図り，共同作業によって省力化・労賃コ
スト部減を可能とし，また土地利用調整による団
地的土地利用や栽培管理の徹底化によって単位収
量の増大や省力効果をもたらしたと考えられる。
そしてさらに，このような土地利用部門において
省力化された家族労働力が施設野菜等の集約部門
の導入や拡充を間接的に可能にしたと考えられる。
ところで佐賀県の稲作は 2"-'3 ha規模のいわば
中規模経営が分厚く形成されていることを特徴と
する。その要因は，吉くは戦前の1920年代の「住
賀段階jにおける単位収量と経営規模の双方の前
進に起因し，戦後は有明海干拓による水田拡大に
も起因していると考えられる。佐賀平坦の稲作は
その代表的な姿といってよい。そしてこの点が，
今日では佐賀県の生産組織(営農集団)参加農家
率が全由一高い要因の lっともなり，またこのよ
うな稲作農家が同時に施設部門を取り入れて複合
経営として存在している要因の 1っともなってい
るのである。
このような農家の存在構造に規定されて，佐賀
平塩の営農集団の形態の多くは，基本的には， 1 
つの集落を単位にして，集落の全農家が参加した
「集落ぐるみj組織という在り方をとっている。
(2) 都市的地域における農業展開
佐賀平塩の東部は福間県南部に接した都市的地
域となっている。その代表は鳥栖市であり，佐賀
市周辺もこれに属する。鳥栖市は北部九州、iにおけ
る交通の要留に位置し，福岡市，北九州市，久留
米市への通勤鴎に包摂され，また1960年代以降の
めざましい工業化によって現在では佐賀県最大の
工業都市となっているため，そこにおける農業は，
工業化・都市化の影響を強く受けて， I工業化・都
市化地域の農業Jという性格をもっている。その
実体はなにか。
第 1は，工業化・都市化によって農地転用が著
しくすすみ，スプロール化現象が激ししまた代
替地取得も多数発生し，これらの結果として農地
価格が高騰していることである。第2は，兼業深
化が極端に進み，また中核的農家の形成が弱く，
地域農業が全体として後退してきていることであ
る。その延長線上において中山間地域と並んで、耕
作放棄地が多く発生してきている。
以上のように担い手形成が極めて弱い点が都市
的地域の特徴である。したがって，このようない
わば地域農業の危機的状況に対し，少数ながらも
中核的な農家が存在している地毘では，彼らが借
地拡大によって大声期実水田作経営を行なう動きも
見られる。その意味では， I新政策Jが目標とする
大規模水田作経営が実はこのような地域で形成さ
れることになる。事実，佐賀県において大規模稲
作経営が最も多く形成されているのは鳥栖市であ
り，次いで多いのが佐賀市である。 1993年におい
て稲作5ha以上経営の農家数は鳥栖市で18戸，佐
賀市で11戸である。 7ha 以上では鳥栖市で6戸，
佐賀市で3戸である2)。また，もしこのような個別
的な規模拡大が困難であるならば，彼らを中心と
した受託組織の形成が展望される。その場合，お
そらく受託組織の構成員はこれら少数の中核農家
等に限定され，他の多数の農家は委託するだろう
と考えられる。こうして特定の少数の中核農家に
よって組織化された営農集団が結成されると考え
られる。
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しかし一方で，兼業深化が更に進み，地域農業
の展開をリードする中核農家がもはや喪失されて
しまったような地区では，農協や自治体等の第三
者がこれまでの農家経営に代わる新たな担い手を
創出しないかぎり，そこにおける地域農業は衰退
の一途をたどらざるを得ないことになる。 1971年
設立の鳥栖慕山農協直営の経営受託組織はその 1
例である。
少数の担い手による受託組織にしても農協直営
の受託組織にしても，都市化地域の営農集団は，
特定の集落の農家や農地を基盤にして成立したも
のではないために，一般的にその活動範囲は集落
を飛び越え，広域化する方向をとる傾向にあると
考えられる。
(3) 山間農業地域における農業展開
現在，耕作放棄地の発生が最も問題となってい
る地域は山間農業地域である。いうまでもなく山
間農業地域では，棚田に代表されるように耕地条
件が小規模かつ劣悪であり，また過蝶化に伴う担
い手の高齢化によって，耕地の維持存続が極めて
閤難となっている。耕地条件の整備と担い手の確
保が求められている状況にある。
こうして耕作放棄地が発生せざるをえない状況
であるため，それをくい止める対策を検討・提起
していくことが求められるが，呂下行われている
対策は農家に代わる第三者である第3セクターの
形成である。このような試みは全国的には過疎化
の著しい中四国山開地域等で特に多く取り組まれ
ているが，佐賀県では富士町役場と富士町農協の
出資によって1992年3月に結成された有限会社グ
リーンファーム富士が第 l号となる。このような
事例は今後とも増えていくものと考えられる。
(4) 中間農業地域における農業展開
文字どおり平地農業地域と山間農業地域との中
聞に位置する地域であるため，平地には水田も存
在し，また傾斜地には棚田や畑地や樹菌地が存在
し，その上の山間地には樹関地や放牧地が存在し
果樹や畜産経営が営まれている。こうして 4つの
地域類型の中では最も多様な作呂構成をもち，ま
た最も多様な経営形態が展開している農業地域で
あるということができょう。
したがってそこにおける集団的営農の形態や内
容も多様なものとなるし，それにかかわる農家経
営や作目も多様なものとなるという地域的特徴を
もつ。
そこでその実態はどうなっているのか，またそ
の性格はどのようなものかを明らかにし，更にそ
の結果としての経営的効果を考察することを本稿
の以下の課題としたい。
3 .佐賀西部山麓地帯における集団的営農の実態
と経営的効果
佐賀西部出麓地帯には， 1970年代に結成され，
今日まで、20年以上の長期にわたって活動を継続し
ているいくつかの穣良な地域営農集闇が存在する。
そこで本稿では，このような優良な集団の中から
浜玉需の浜玉地区農業機械組合，語津市の半田地
区営農組合，伊万里市の前平農業生産組合の 3事
例を取り上げ，これらの営農集団の特徴と活動内
容及び構成員の農家経営への影響について考察し
ていきたい。
(1 ) 浜玉地区農業機械組合(浜玉町)
①浜玉地[R農業機械組合の発足とその背景
浜玉m:rは「浜玉ミカン」で知られる佐賀県下有
数の温州ミカンの産地である。浜玉町におけるミ
カンの歴史は古く江戸時代にさかのぽるが，本格
的な産地形成は戦後の高度経済成長期以降， とり
わけ1960年代に属する九この過担で山麓部の開
墾や畑・水田への植裁によってミカン農家とミカ
ン面積が増加した。またこの過裡でミカン作大規
模経営も形成された。例えば1980年ではミカン栽
培面積2ha 以上経営のシェアは25%に達していた。
こうしたミカン産地の形成の結果， ミカンが浜玉
町の基幹作物となったのである。そのことは，町
の農産物粗生産額においてミカンのシェアが当時
も今日も 7割前後と極めて高い割合を占めている
ことにも現われている。
ところでもう 1つ， ミカン作と共に，浜玉町に
は玉島川下流に200余haの水田が存在し，水稲収穫
農家数445戸 (85年センサス， 1戸平均46a)とい
うように，中間農業地帯であるため零細ではある
が稲作を行なう農家も多く， rミカン+水稲J作農
家の広範な形成が見られる。
さて， ミカンの産地化の進展によってミカン作
大規模経営が形成されていた1960年代には，この
ような複合経営においては，ミカンの栽培管理に
支障をきたさないように，例えば田植作業は雇用
労働力によって 1'"'-'2日の短時日で済ます方法が
もっている。
③浜玉地区農業機械組合の活動内容
H組合は，浜玉地区の基盤整備水田の稲作の作
業を集団的・組織的に行なう耕作者組合である。
その実行部隊がオペレーター組合であることは今
述べた。設立当初は，関係地域を4つの団地に区分
し，各団地に農業機械一式をそれぞれ張り付ける
方式をとった。ところが玉島川に依存する水利条
件に規定されて，団地ごとに用水時期が異なり，
による。
次に圏 1にH組合の組織機構を示す。
描しておきたいことは，多人数を擁するオペレー
ター組合の存在である。オペレーター組合は， H
組合の執行部の要請に基づいて稲作作業を実際に
担当する実働部隊である。実は浜玉町は後述のよ
うにハウスミカンや施設野菜の展開によって佐賀
県で最も多くの若手農業後継者を擁する町村であ
るが，オペレーター組合はこのような多くの若手
農業後継者によって構成された組織で，
パーは1995年で76名に達する。多人数であること
は， 1人当たりの出役時間が少なく，自家のミカ
ンや施設野菜に力を集中できるというメリットを
そのメン
落の約300戸の農家によって所有され，その中には
町内の山間集落からの入作地も相当存在している
ため，水田の集落領域が必ずしも明確で、はなく，
また 1集落の関係水田面積も小さく (1集落平均
4ha余， 10haを超える集落は3つだけで，半数は
2 ha以下)，平坦水田地帯のように l集落を基礎単
位として営農集団を形成する条件がなかったこと
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とられていた。田植作業における雇用は，
1 ha規模の稲作経営ならば延べ80人程度，
平均的な40a規模でも20人程度は必要
だったといわれる。また水稲の収穫がミ
カンの収穫と競合するため，稲作収穫に
も一定の雇用労働力が必要であった。こ
のような状況下でミカン作大規模経営の
中には水稲作を捨て作りする農家もいた
といわれる九こうしてミカンを慕幹作
物とする経営における稲作を如何に合理
化・省力化していくかが，浜玉町の農業
展開の一大課題として存在していたので
ある。
以上のような当時の地域農業の状況を
背景として，実際に浜玉地区農業機械組
合が結成されるに至った藍接的な契機は， 1966年
の県営盟場整備事業の実施と， 72年の構造改善事
業による農業機械の導入である。こうして72年に
トラクター10台，田植機17台等を装備することに
よって浜玉地亙農業機械組合が発足したのである。
②浜玉地IR農業機械組合の組織の概要
浜玉地区農業機械組合(以下H組合と略称)は，
浜玉町の圃場整備地区を対象に，そこに水田を持
つ農家で構成され， 1995年現在，表1に示したよ
うに，町内22集落の289戸(ほかに隣村の七山村の
18戸)の組合員農家を擁し，対象水田面積は98ha
である。このようにH組合は， i町ぐるみJの広域
的で大規模な営農集団であることを特徴としてい
る。それは，基盤整備水田約100haが町内の20数集
集落名 水図面積 戸数 集落名 水悶面積 戸数
瀬 戸 3 ，100m' I 2 間 口 7，738m' 4 
山 間
2E1 
谷口 29，957 17 
野 国 11 ，200 I 8 下柳瀬 5，622 2 
横倒上 36，473 13 座 主 4，837 3 
山 イ寸 61，048 23 戸 E号 19，645 10 
千 主草 100，005 28 古 瀬 4，013 5 
砂 子 219，229 33 中 原 5，218 4 
浜 i時 203，911 34 主草 場 9，568 3 
大 江 62，235 15 JつS、 坂 55，151 30 
談u 上 34，581 18 七山村 21，123 18 
南 一 。 3 計 946，116 295 
南 18，062 10 員外計 13，187 12 
南 10，573 4 オペレー ター 16，743 
五反問 20，347 7合 計 976，046 307 
浜玉地区農業機械組合構成員の農家数と氷図
面積の集落別分布 (1995~手 4 月現在)
利用者集落別内訳
表 1
42 
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図~レイホウ 60.0加
盟国ニホンパレ 50.5ha 
JL堕週ヒヨクモチ 4.5ha 
1911-ブ事 6.2ha 
日ミカン(ハウス・蕗地とも)
区コハウス笥菜
o O.5km 1. Okm 
図2 浜玉地区水回地域の土地利用状況 (1988年，夏作)
一方で用水が来て作業を開始した上流部の圏地で
は作業が繁仕をきわめ，かつ張り付けられた機械
台数だけでは足りないのに対し，他方で用水がま
だ来ていない下流部の団地ではまだ作業ができず，
かといって団地毎の独立採算制の帯在のため機械
の融通もできず，そこでの機械は使われずに遊ん
でいるといった不合理な状況が現われた。
そこで次年度からは，このような団地張り付け
方式をやめ，機械装備とオペレーター組合を一元
化し，水利条件に合わせて機械装備とオペレー
ターを上流部から下流部へと移動させていく方式
に改め，今日に至っている。
さて紙数の関係上，日組合の土地利用状況(図
2 )とオペレーターの共同作業の流れ(表2)の
みを示した。
図2は1988年の状況だが，水利の関係上，東部
の玉島JlI沿いに早生種のニホンパレの団地を設定
し，横田}1商部に晩生種のレイホウの問地を設定
している。また一部にヒヨクモチの団地もある。
吏に当時は 6ha規模の大豆の転作団地も形成され
ていた。こうした作物別・品種別の作物自地の形
成が狂組合によってなされていることはいうまで
もない。
さて図は省いたが，現在では，例えば1994年で
は，東部の玉島}1沿いに平生種のニホンパレの団
地を設定し，横田}1西部に中生種のヒノヒカリの
団地を設定している。また一部にヒヨクモチ団地
を形成している。なお1992年以降は稲作減反緩和
のため大豆転作団地はなくなっている。しかし，
作物司地形成の在り方は当初から現在まで基本的
な変化はない。
他方冬場の麦作については， H組合は，かつて
は集落の有志集団による共同経営や個別経営農家
に関係機械類を貸し出していたが，近年では麦作
面積が急減し，ついに1995年産からは麦作はほと
んどなくなった。その要困としては，本地域の大
半が湿田的条件下にあり，また収穫時期には冠水
害が多いことから変の収量や品質への悪影響があ
り，収益性も低いこと，またハウスミカンや施設
野菜への労働集中と競合すること，が挙げられる。
この点は本地域の問題点、であり，今後改善すべき
課題でもあると考えられる。
表 2は，各地亙におけるオペレーターの共同作
業の流れを示したものだが，上述のような稲作団
地に沿って稲作の主要な作業がスムーズに遂行さ
れている様子をうかがうことができる。若干説明
を付け加えるならば，まず耕起には狂組合の40ps
のトラクター8台が使用され，オペレーター 1名
がトラクター l台を操作する形で総勢8名のオペ
レーターが出役する。田植は，乗用型田植機8台
をフル動員し，オペレーター8名によって実施さ
れる。かつて田植機の機撞がまだ歩行型であった
時期には15合が装備され，しかも 1台に2名のオ
ペレーターが必要であったため，総勢30名のオペ
レーター出役体制でもって田植が実施されていた
ことを考えると，機械の高度化によってかなりの
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省力化がなされたことが分かる。収穫はグレイン
タンク付の 4条刈コンパイン 6台を 6名のオペ
レーターが操作する形で行なわれるのである。
④浜玉地区農業機械組合の経営的効果
最後に， H組合の活動が如何なる経営的な成果
を生んだか，という最も重要な問題に触れなけれ
ばならない。
結論から先に述べると，もしH組合がなく，零
細な稲作が個々の農家によってそれぞれ行なわれ
ていたならば，おそらくその大半は赤字経営とな
り，なかには稲作を放棄する農家も出たであろう
と考えられる。したがってH組合の結成は，集団
的な対応によって，このような水田稲作を守って
きた点、をまず指描できょう。そして向時に，稲作
作業の合理化によって米生産の経営費を節減し，
米作所得の維持・向上を菌ったことが重要である。
そのことを示したのが表3である。若干古い資料
のため，その後米価の引き下げによって粗収益が
減少してきているため，現在の所得は当時より低
下していると考えられるが，基本的な実態は今日
でも変わりないと考えられる。
また，米生産において省力化された労働力が構
成員農家の個別経営の基幹部門であるハウスミカ
ンや施設野菜の充実化に向かい，複合経営として
の充実化に結びついていったと考えられる。この
ことは間接的効果と呼ぶことができる。ただ，こ
表 2 共間作業の流れ(浜玉地s:農業機械組合， 1984年)
0代かき，ム沼穏， x収穫
地 区 番 号 品
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 種
1.6ha 9.0 14.8 3.0 14.8 9.2 26.1 7.1 14.1 28.5 
月 日 名
5 。
6 。
7 。 コ
8 ム 。 ガ
9 ム 。 午、
10 ム 。 ノt
1 ム レ
12 ム ム
6 13 。
月 14 モチO
15 。 ( 
16 ム 。 レ-
17 モチム 。イ部
18 ム 。
19 ム 。ホモ
20 ム ウチ
21 ム ) 
22 ム
4 × × 
5 × 
6 × コ
10 7 × × ガ
9 × 不
月 1 × ノT
12 × 1ノ
13 × 
26 × 
27 × 
28 × レ
29 × イ
30 × × 
l × ホ
1 2 × ウ
4 × 
月 8 × モチ
資料)r農作業受委託事業促進と稲作コスト低減について(佐賀県松浦東部長協・松浦東部農業機械銀行)J全国農
業協同総合中央会・全国農業機械銀行協議会， 1985年9月， 20~21頁。
注) 1988年は殴2のようにコガネパレは臼本暗に転換。
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表 3 米の生産費・収益性比較 (10a当たり， 1984年産)
(単位 a，時間，円，%)
浜支町 七山村(隣村) 佐賀県 九 チトi都府祭 都府県
平垣部 山麓部 山間部 平 均 平 均 平 均 3 ha以上
本組合 本組合 本組合
構成員 非構成員 非構成員
A 農家 B農家 H 農家
水稲作付面積 (a) 89 a 200 a 50 a 89 a 69 a 79 a 336 a 
投下労働時間(時間) 15.4時間 62.4時間 35.6時間 55.3時間 62.2時間 58.8時間 43.6時間
手且 収 益 180，843 132，582 150，000 187，284 170，879 189，112 
種 商 費 1，787 2，778 1，760 1，891 2，216 2，856 2，230 
E巴 料 費 9，678 6，976 12，595 8，642 10，360 10，943 10，632 
農 薬 費' 10，543 8，683 17，124 12，072 10，161 7，311 6，516 
光 熱 動 カ 費 482 1，152 5，876 3，420 4，130 4，085 4，503 
生 諸 キオ 料 費 319 1，260 480 1，916 1，885 2，326 1，358 
オt 平日 費 300 3，436 4，171 5，550 6，017 
E主 賃借料・料金 33，816 2，400 8，984 7，523 9，017 3，012 
建物・土地改良設備費 2，087 4，275 1，938 3，228 3，169 4，024 3，538 
費 農 呉 費 3，666 29，022 71，246 31，853 41，034 42.566 30，029 
労 働 費 14，876 60，278 34，390 53，184 51，428 55，836 38，243 
家族労働費 14，876 60，278 34，390 52，062 50，298 54，869 37，375 
雇用労働費 1，122 1，130 967 868 
d口'>. 計 77，554 114.424 147，809 128，626 136，077 144.514 106，078 
所 得 118，165 78，436 36，581 110，720 85，100 88，300 120，409 
所得系(%) 65.3% 59.2% 24.4% 59.1% 49.8% 49.6% 63.7% 
資料)松浦東部農協資料，農水省 f米生産費調査J(1984年産，金調査農家)。
注) A， B， C農家の労働費は f米生産費調査j佐賀県の家族労働労賃評価l待問966円を適用。
表4 専兼郎農家構成の推移(浜玉町)
年次 総農家数 専業農家数 I兼農家数 I兼農家数 農家の減少数
1950 1，132 759 205 168 
60 1，119 529 382 208 1950~60年 13 
実 65 1，095 575 269 251 60~65年 24 
数 70 1，069 418 436 215 65~70年 26 
75 1，022 308 (290) 397 317 70~何年 47 
戸 80 971 309 (297) 361 301 75~80年 51 
85 880 298 (286) 275 307 80~85年 91 
90 815 300 (283) 190 325 85~90年 65 
1950 100.0 67.0 18.1 14.8 農家の減少率
60 100.0 47.3 34.1 18.6 1950~60年 1.15 
構成比
65 100.0 52.5 24.6 22.9 60~65年 2.14 
70 100.0 39.1 40.8 20.1 65~70年 2.37 
75 100.0 30.1(28.4) 38.8 31. 0 70~75年 4.40 
% 80 100.0 31. 8 (30.6) 37.2 31. 0 75~80年 4.99 
85 100.0 33.9(32.5) 31.3 34.9 80~85年 9.37 
90 100.0 36.8(34.7) 23.3 39.9 85~90年 7.39 
資料)農業センサス。
注) ()は男子生産年齢人口のいる専業農家の数と割合。
の点を数値的に証明することは函難であるが，農
家調査によってそのことをうかがうことができる。
表4は浜玉町の農家構成の推移そ示したものだが，
今日でも男子生産年齢人口のいる専業農家割合が
30%台を維持している点にみられるように，浜玉
町は佐賀県の中でも専従的な青壮年の農業者を分
厚く擁する数少ない地域となっている。この背景
には集団的対応による水田稲作の合理化・省力化
を通じてハウスミカンやイチゴ等の施設野菜部門
の充実化が図られた実態が存在している。いうま
でもなくこのような集約部門の中心的な担い手は
青壮年簡であり，集約部門の拡充が多くの青壮年
層を残した，ということができる。 H組合と地域
農業の展開において以上のようなメカニズムが働
いていると考えられるのである。上述した多人数
のオペレーター組織をつくることができたのも，
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は各機関の構成
一一一ーは指揮系統
(指議・援助)
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図3 半困地区営農組合の組織機構 (1995年 2月現在)
このような多くの青壮年閣の帯在によるものであ
る。
(2) 半田地区営農紐合(麿津市)
①半田地区営農組合の結成とその背景
半田地区は，上で述べた浜玉町にミカン山 1つ
越えて背中合わせの形で隣接しているため，上記
の狂組合の影響を大きく受けつつ， r浜玉ミカン」
に次ぐ古いミカン産地を形成してきた。ミカン産
地形成の展開過程の在り方は基本的に浜玉地亙と
陪様である。
また本地区の平坦部は優良水田地帯を形成し，
佐賀平野並みの収量がある。こうして1960年代の
ミカンブームと「新佐賀段階米づくり運動」を通
じて本地区内には fミカン+水稲」作農家が広範
に形成された。
ところが1968年のミカン価格暴落， 1970年から
の稲作減反に遭遇した。ミカン不況と稲作経済の
後退現象の同時到来である。こうして本地区は70
年代前後に大きな転機を迎えた。
以上のような状況を背景に， 1973年からの県営
圏場整備事業の実施と75年の構造改善事業による
野菜ハウス団地の設置という過程のなかで，基盤
整備された水田の稲作を集団的に担う組織として
1975年に結成されたのが半田地区営農組合(以下
営農組合と略称)である。
②半団地区営農組合の組織機構
図3に，営農組合の組織の概要を示した。営農
組合は 4集落=4生産組合を単位とする広域的な
集団であるが，それは本地区の耕地の状態と村落
の構造に起因している。すなわち本地症には半田
川に沿って下流から矢作(49戸， 1995年)本村(4
戸)，中組 (36戸)，河内 (37戸)という 4集落169
戸の農家が存在するが，これら 4集落は半田川に
沿って数珠状につながっており，山麓一帯のミカ
ン麓地として 1つの共通した農業地帯を形成して
きた。この 4集落に 1つの農協の支所(半田支所)
が設置されているのもその現われである。また 4
集落で1名の区長というように行政的にも大きな
1つの生活領域としての実体をもっている。更に
かつて統合前は 4集落で1つの小学校区を形成し
ていた。こうしてこれら 4集落は人のまとまりが
相対的に強いことも，この 4集落を 1つの単位と
して営農組合が結成された条件となっている。
③半田地区営農組合の活動内容
営農組合は， 4集落の基盤整備水田の稲作の主
要な作業を行なっている。主要作業を担うのはオ
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ベレータ一部会である。オペレータ一部
会は，営農組合の構成員農家の多くの農
業専従的な若手108名で構成されており，
その実体と性格は上述の百組合のオペ
レーター組合と基本的に問様である。
オペレータ一部会が担当する作業は，
耕起2回，代かき，田植，盆前3"-'4回
の防除，水管理，収穫である。種子消毒
液の作成・配布や播種は，各生産組合(集
落)単位の共同作業等で行なわれるが，
それ以外の育藷，施E巴，除草剤散布，盆
後の防除，ライスセンターへの米の撮入
は各農家が個別的に行なう仕組みとなっ
ている。従って構成員農家は稲作関係の
機械類は防除機とトラックぐらいしか持
たず，稲作の農機具費は大幅に削減され
ている。また施設園芸用に小型トラク
ターを個別に所有する農家もいるが，そ
れを営農組合から賃借して使用する構成
員農家も少なくない。つまり営農組合は
小型機械を賃貸する機械銀行業務も合わ
せ行なっているのである。
オペレータ一部会が上述の主要な稲作
作業を効率的に実施するために，稲の品種別団地
が形成されている(図4)。
図4は，営農組合の関係する地豆の土地利用状
況を示している。若干古い資料だが，現在でも品
撞構成や作付酷場以外はその在り方には基本的な
変化はない。ただ，その後の大きな変化として，
本地域のほぽ中央部を北東から南西に商九州自動
車道路が貫通することになり， 1994年以降，本地
域の水図面積が10haほど削減され，しかも開場が
表 5 専兼部農家構成の推移(半田地区 4集落)
(単位:戸，%)
自ハウスミカン
自ハウス野菜
回4 半白地区水問地域の土地利用状況 (1988年，
協ニホンパレ
?
?
?????????
??
年次 総農家数 専業農家数 I兼 n兼
1970 181 69 76 36 
実 75 175 58 (53) 67 50 
80 168 43 (39) 77 48 
数 85 159 56 (53) 44 59 
90 145 51 (48) 34 60 
1970 100.0 38.1 42.0 19.9 
構 75 100.0 33.1(30.3) 38.3 28.6 
成 80 100.0 25.6 (23.2) 45.8 28.6 
比 85 100.0 35.2 (33.3) 27.7 37.1 
90 100.0 35.2 (33 .1) 23.4 41.4 
資料)センサス集落カード。
注) ()内は男子生産年齢人口のいる専業農家の数と
割合。
。 O.5km 
夏作)
大きく二分され，更に悪いことに不整形で零細な
切れ地が生じることによって，いわば三重の意味
で作業効率が低下せざるをえないという状況が発
生してきた点を指摘しておかなければならない。
もちろんこの間題はそれ以上の大きな意味を持っ
ているが，この点への言及は他日を期したい。
また本地区では最近麦作が行なわれなくなって
きている。この点の検討も他日を期したい。
④半田地豆営農組合の経営的効果
細かいデータを検討する紙幅はないので，結論
だけ述べるならば，上述の狂組合の場合と基本的
に同様で、ある。すなわち，まず営農組合の活動に
よって米作経営費が節約され，米作所得の維持・
向上という産接的効果がもたらされている。また
構成員農家の稲作が合理化・省力化されたことに
よって，余剰労働力が構成員農家の基幹部門であ
るハウスミカンやイチゴ等の施設野菜の拡充に向
けられ，構成員農家の経営が全体として前進した
と結論づけることができる。
そのことを傍証するために表5に半田地区4集
落の農家構成の推移を示したが，今日でも専業農
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家なかでも男子生産年齢人口のいる専業農家の割
合が30%を超えている点に，この地区の農業展開
の積撞面を確認することができょう。
(3) 前平農業生産組合(伊万里市南波多地区)
①前平農業生産組合の結成とその背景
前平地区は伊万里市北部の中間農業地域に属す
る。周囲を山で閉まれているため，山麓部の果樹
や畜産を主体に，平垣部の水田作を加味した f果
樹十稲作」ないし「畜産+稲作」という経営形態
を広く形成してきた。
本地域の前平農業生産組合(以下前平組合と略
称)の成立に大きく関わっていたのは，この地区
の農協である南波多農協である。南波多農協は未
合併小規模農協だが，すでに1960年から地域振興
計闘を策定しつつ古くから地域農業の再編構想を
押し進めてきた。この過程において中間農業地域
の劣悪な土地条件を改善すべく， 1971年から農地
開発事業の導入によってナシ・ブドウ闘を造成し，
また同年から構造改善事業の導入によって約100
haの水田の基盤整備を実施したことを契機に，南
波多地域の北部の前平地区(6集落)において1972
年に結成された稲作の共同経営組織がこの前平農
業生産組合である。結成当時，前平組合の構成員
農家数は157戸，対象水田面積は96haでおった。
②前平農業生産組合の組織と活動内容
図5に，前平組合の組織機構圏を掲載した九前
平組合はよ述のように前平地区6集落の稲作農家
によって構成された稲作共同経営組織である。
1995年における前平組合の構成員農家総数は157
言十157戸
戸，うちオペレーター総数は86人，穏作面積は57
haである。
このように前平組合は，集落を越える広域的で
大規模な集団であり，また多人数のオペレーター
組織を抱えている点ではよ記の五組合や半田地区
営農組合と共通している。そして実は，これらの
点は中間農業地域の営農集団に共通している形態
的特徴であると考えることができるのである。し
かし集団の経営形態したがって分配構造において
は前平組合と上記2集団とは大きな違いが存在す
る。それは上記2集団が機械共間利用組織にとど
まるのに対し，前平組合は稲作共同経営組織であ
るという点である。このように稲作の共同経営を
行なう集団は九州の中では数が極めて少ないため，
貴重な存在となっている。
さてこの稲作の共同経営は，実際上は各集落ご
とに独立して行なわれており，各共同経営はそれ
ぞれ00作業班あるいは00協業と呼ばれている
(図5参照)。つまり前平組合は，これら 6つの独
立した稲作共同経営(作業班)のいわば連合体と
いってよい存在である。
各集落においては，函5にもあるように，各作
業班のオペレ…ターが共同作業によって稲作経営
を行なっている。その際，基盤整備された水田を
より効率的に利用するため，水田はその所有関係
が識別できるように毘印の杭を入れただけで，畦
畔はできるだけ取り除いてある。
収益の分配については，共同経営であるため，
粗収益からオペレータ一貫金を含めた諸経費を引
いた残余を所有水田面積に応じて構
成員農家に配当するという方式を
とっている。そして，この配当を最
大限にするため，上述のような効率
的な作業方法がとられているのであ
る。
一方，冬場の麦作が最近消滅して
きているという問題点がある。かつ
て1980年ころは暗葉排水による排水
改良の実施によって麦作の振興が閤
られてきたのであるが，しかし基幹
作物である果樹との関係等から，近
は麦作はなされなくなってきた。
関5 前乎農業生産組合の組織と運営 (1995年 4月)
この点も上記2集団と共通する問題
点、となっている。
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③前平農業生産組合の経営的効果
前平組合の活動は本地区の基盤整備田の稲作を
合理化・省力化し，米作経営費の節減によって米
作所得の維持・向上が図られている。前平組合の
1994年度事業報告書によると， 94年産米の10a当
たりの収益性(平均)は，粗収益16万円，経営費
8万円，残余8万円となっている。いうまでもな
くこの残余が構成員農家への配当金となる。いわ
ば配当率50%ということであり，極めて高い数字
といえる。
また前平組合によって稲作生産が省力化され，
そこで生じた余剰労働力が構成員農家の基幹部門
である果樹(ナシ・ブドウ)の拡充・集約化に向
かい，農家経営全体の前進が園られている。
こうして前平組合によって平坦部の水田稲作が
守られ，同時に集団的な稲作の大規模経営によっ
てスケールメリットが発障され，米所得の維持・
向上が関られ，また稲作から解放された労働力が
基幹部門である果樹作や苦手産の拡充に向かい，こ
うして構成員農家の農業経営全体の発展がなされ，
地域全体として果樹や葡産の産地形成が進んだ、と
いうことができる。
4.まとめ
中間農業地域には平坦部に棚田も含めた水田地
帯が存在するが，そこにおける稲作経営(ファー
ムサイズ)は零細であり，少なからずの稲作経営
は赤字経営と考えられるが，しかしそれらの零細
稲作を集団的対応によって改編し，生産規模(ゼ
ジネスサイズ)を拡大することによってスケール
メリットを発捧することができる。本稿で取り上
げた 3つの営農集団は，このような在り方をとっ
ている集団である。こうして，これらの地域では，
個々の農家にとっては零細だ、が地域の中では重要
な部門である水田稲作を集団的対応によって守り，
同時に集団的対応によって，その稲作の生産規模
(ビジネスサイズ)ないし経営規模(ファームサ
イズ)を拡大することによって機械費用の節減を
通して米作所得の維持・向上を囲ったわけである。
まず，この点を営農集団の経営的効果として指摘
できるが，これは集屈の活動そのものが葺接に生
み出した成果であることから，直接的効果と呼ぶ
ことが許されよう。
集団活動の経営的効果は以上の甚接的効果にと
どまらない。稲作の合理化・省力化によって余剰
労働力が生み出されるが，この余剰労働力をどの
ように使うかが重要でトあり，使い方次第で構成員
農家の経営や地域農業の動向が規定されると言っ
ても過言ではない。上記の3つの事例においては，
余剰労働力を構成員農家の基幹部門である果樹作
や畜産経営の拡大や集約化に振り向け，経営全体
を拡充しているのである。そして，そのことが問
時に地域の基幹作物の産地の強化に結びついて
いったのである。それは浜玉町や唐津市半田地区
のハウスミカンやイチゴであり，伊万里市南波多
農協の三水ナシやブドウの産地拡充である。もし
余剰労働力を農業内に向けず，農外に向けたとし
たら，構成員農家の兼業化を促進することになる。
このような効果をもたらす営農集屈も都市化地域
や平地農村地域では数多く見られる。いずれにし
ても，このような余剰労働力の利用方法は集団的
営農の間接的効果と呼べる性格のものである。と
ころで，この間接的効果は，むしろ営農集団を設
立するときに将来構想としてあらかじめ考慮され
るべきことがらであり，実はこの構想ができてい
るかどうかによって営農集団の性格づけもなされ
るように思われる。
一方，本文で述べたように上記3事例において冬
場の麦作が衰退してきている点が共通して見受け
られた。その要因としては，排水不良，麦価の低
下と収益性悪化等が挙げられる。しかし中間農業
地域においても土地利用上麦作は重要であれし
かも麦作が佐賀県の有力作物でもあることそ考え
るならば，集団的対応のメリットを発揮し新たな
対応策を模索していく必要があるように思われる。
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